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第４ 環境保全 
 

１ 総合的施策 

(1) 京都市環境基本条例（平成 9年 3月公布） 

新しい時代に対応した環境政策，つまり社会経済システムのあり方の検討も含めて環境

そのものを総合的にとらえ，望ましい都市像の創出に向けたあらゆる対策を行うことを目

的に，環境の保全に関する基本理念や市・事業者・市民及び滞在者それぞれの役割を明ら

かにするなど，環境の保全に関する基本的な事項を定めた条例である。 

【基本理念】 

・健全で恵み豊かな環境を大切に継承する 

・環境への負担を抑え，持続的に発展する都市をめざす 

・京都市にかかわる全員の参加と協力 

・京都の環境の特質を生かす 

・地球環境の保全の推進 

 

(2) 京(みやこ)の環境共生推進計画(平成 18 年 8 月策定)  

「新京都市環境管理計画」（平成 8年 3月）の策定以降の 10年間で，本市を取り巻く環

境は変化してきており，国における「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10年 10

月）や「循環型社会形成推進基本法」（平成 12 年 6 月）など各種の法整備や二酸化炭素排

出量増加など拡大・複雑化する環境問題に対応するため，新たな計画を策定する必要が生

じた。 

このため，平成 18 年 7 月の京都市環境審議会答申等に基づき，同年 8月に，本市が目指

す環境像を『環境への負荷の尐ない持続可能なまち「環境共生型都市・京都」』として揚げ

た，新たな本市環境行政のマスタープランである「京（みやこ）の環境共生推進計画」を

策定した。 

ア 主な策定方針 

 (ｱ) 重点プロジェクトの設定 

環境行政の推進において，集中的かつ短期的に解決すべき課題である以下 3項目を

重点プロジェクトとして設定した。 

・家庭，事務所における二酸化炭素排出量の削減 

・自動車に過度に依存しないまちづくりの推進 

        ・発生抑制・再使用を重視したごみ減量化の推進 

 (ｲ) 旧計画策定以降の国の各種法整備や京都市における条例・計画の策定等への対応 

 「循環型社会形成推進基本法」，「ダイオキシン類対策特別措置法」など新たな法整備 

 や，「京都議定書」の発効などを受け，廃棄物の発生抑制や再使用の推進，地球温暖化 

 対策の推進など，今日的な環境課題に対応できる内容とした。 

 (ｳ) 指標を用いた適切な計画の進行管理システムの構築 

計画の適切な進行管理を行うため，環境指標を設定するとともに，二酸化炭素排出量



 

- 45 -                 環境保全 

第 

4 

や緑被率など本市独自に設定が可能なものについて数値目標を示した。 

平成 22 年度は，計画策定後の状況を踏まえ，一部の環境指標を見直した。 

 

イ 計画の目的・位置づけ 

 (ｱ) 計画の位置づけ 

「京都市環境基本条例」（平成 9年 3月）第 9条の規定に基づく環境基本計画 

    (ｲ) 計画期間 

平成 18 年度から 27年度に至る 10年間 

    (ｳ) 計画対象 

＜対象とする地域＞ 

京都市全域とするが，京都の環境は行政区域の内部で独立しているものではなく，

近隣地域や地球規模の環境と相互に密接に関連していることに配慮し，国や府，近

隣市町村との連携及び協調により推進する。 

＜対象とする環境の分野＞ 

公害による環境汚染等の防止に止まらず，良好な自然環境から，歴史的文化環境

や本市固有の都市景観の保全，地球環境の保全までを含む。 

 

(3) 京都市環境審議会（平成 6年 8月設置） 

市長の諮問機関として，京都市環境基本条例第 34条に基づき設置しているもので，本市

の環境保全に関する基本的事項その他市長が必要と認める事項について，市長の諮問に応

じ，調査及び審議するとともに，市長に対し意見を述べるものである。 

平成 22 年度に 3件の答申を受け，平成 23年 9月末までの答申件数は累計 24件（前身の

公害対策審議会答申 12件を含む。）である。 

平成 22 年度京都市環境審議会答申の内容 

第 10号 京都市地球温暖化対策条例の見直しに係る基本的な考え方について 

第 11号 新京都市地球温暖化対策計画の策定に係る基本的な考え方について 

第 12号 京都市環境保全基準の改正について 

委員は，学識経験者，関係行政機関，各種団体の代表等 35 人以内の委員により構成され

（任期 2年，第 9次委員数 33名），専門的事項を審議するため，審議会の下に 3つの部会

を設置している。 

部会名 設置目的 

京の環境共生推進計画評価検討部会 
京の環境共生推進計画の着実な推進と進行管理を

行うため 

地球温暖化対策推進委員会 
京都市地球温暖化対策計画(2011-2020)の着実な

推進と進行管理を行うため 

京都市環境影響評価条例部会 
環境影響評価法の改正を踏まえ，京都市環境影響

評価等に関する条例の改正について検討するため 

京都市環境保全基準部会（随時設置） 
京都市環境保全基準の改定について検討するため 

（環境基準の改正時等，必要に応じて随時設置） 
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(4) 京都市環境保全推進会議 

今日の環境問題は，公害問題に加え，地球温暖化問題やオゾン層の破壊，酸性雤といっ

た地球環境問題等まで広範囲に及んでいる。 

このため，全庁的にこれらの問題に対応し，連絡調整機能の充実を図るとともに，総合

的かつ計画的に環境保全行政を推進していくため，平成 8年度に「京都市環境保全推進会

議」を設置した。 

本会議には，ダイオキシン類特別対策会議と 3つの部会（環境影響評価専門部会，京の

環境共生推進計画専門部会，ポリ塩化ビフェニル廃棄物対策専門部会）を設け，環境保全

の施策等について検討している。 

 

 

２ 環境影響評価 

(1) 環境影響評価制度 

環境影響評価（環境アセスメント）は，大規模な開発事業等の実施に際し，あらかじめ

その事業の環境への影響を調査，予測及び評価を行い，その結果を公表して，市民等の意

見を聴き，その事業について適正な環境配慮を行うことにより，健全で恵み豊な環境を保

全しようとするものである。 

国においては，昭和 59 年 8 月に国が関与する大規模な事業を対象とした「環境影響評価

実施要綱」が定められ，本市においても対象事業の種類及び規模等について本市の特性や

都市規模を考慮した独自の制度として，平成 5年 10 月に「京都市環境影響評価要綱」を策

定し，平成 6年 4月から実施した。 

その後，地球環境問題等の新たな環境問題への対応や要綱による行政指導の限界等に対

応するため，国においては平成 9年 6月に「環境影響評価法」を，また本市においても平

成 10年 12 月に「京都市環境影響評価等に関する条例（以下「市条例」という。）」を制定

し，平成 11 年 6 月から施行している。 

市条例では，法の対象としていない事業種やより小規模な事業を対象事業とするととも

に，法には定められていない事前配慮や事後調査について独自の規定をおいている。 

なお，平成 23 年 4 月に「環境影響評価法」が改正されたことを踏まえ，現在，市条例の

見直しの検討を行っている。 

 

(2) 京都市計画段階環境影響評価（戦略的環境アセスメント）制度 

本市が策定する計画を対象に事業の主な内容が固まる前の段階で，幅広い観点から環境

への配慮を行う制度として，京都市計画段階環境影響評価（戦略的環境アセスメント）要

綱を策定し，平成 16 年 10 月から実施している。 

 

(3) 京都市環境影響評価審査会（平成 11年 6 月設置） 

環境影響評価制度等に係る市長の諮問機関として，京都市環境影響評価等に関する条例

第 39条に基づき設置しているもので，事前配慮及び技術指針の策定及び改定並びに方法書

及び準備書についての市長の意見の陳述その他市長が必要と認める事項について，市長の

諮問に応じ，調査し，及び審議するとともに，当該事項について市長に対し，意見を述べ
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るものである。 

委員は，20 人以内の学識経験者により構成されている。（任期 2年，委員数 15名） 

平成 23 年 9 月末までの答申件数は累計 11 件である。 

 

 

３ 環境保全資金融資制度 

中小企業に対して，公害防止施設の設置や移転資金等について融資制度を設けている。 

平成 21 年度から制度を拡充し，乗用電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）の購

入，電気自動車用充電設備の設置，屋上・壁面緑化措置についても融資対象とした。 

 

【環境保全資金融資制度】 

区   分 融資限度額 年 利 貸付期間 

設備資金（ボイラー燃種転換等） 

4,000 万円 1.5％ 10 年 
アスベスト対策資金 

フロンガス対策資金 

太陽エネルギー利用設備資金 

移転資金 5,000 万円 2.9％ 10 年 

屋上等緑化措置資金 1,000 万円 1.5％ 5 年 

低公害自動車（電気自動車等）購入資金 2,000 万円 2.0％ 5 年 

電気自動車充電設備資金 2,000 万円 1.5％ 10 年 

 

 

４ 環境マネジメントシステム 

(1) ＩＳＯ14001 

1992 年（平成 4年）に開催された地球サミット（環境と開発に関する国連会議）を機に，

事業者が環境に配慮した事業活動を行うために，自主的に環境対策に取り組むシステムが

求められるようになり，ＩＳＯ（国際標準化機構）は 1996 年（平成 8年）に「環境マネジ

メントシステム」に関する国際規格であるＩＳＯ14001 を発行した。 

わが国でもＩＳＯ14001 を翻訳したＪＩＳＱ14001（1996 年発行，2004 年改訂）が発行

され，企業や行政機関で認証を取得する動きが広まっている。 

本市では，民間事業者のＩＳＯ14001 の認証取得及び維持を支援するため，環境関連法

規の制定，改正の情報提供や相談業務を行っている。 

 

(2) ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード 

ＩＳＯ14001 の認証取得が困難な中小企業等でも容易に環境保全活動に取り組めるよう

な環境マネジメントシステム規格として，京のアジェンダ 21 フォーラムが策定したＫＥ

Ｓ・環境マネジメントシステムの認証拡大に取り組んでいる。平成 13年 4月から京アジェ

ンダ 21 フォーラムのＫＥＳ認証事業部で認証を行ってきたが，現在は平成 19 年 4月に設
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立された「特定非営利活動法人ＫＥＳ環境機構」において認証が行われている。これまで

に市内では，933 件（ステップ 1：514 件，ステップ 2：167 件，学校版：252 件，平成 23

年 8 月末現在）の事業所が認証を取得(保有)している。 

＜ステップ 1：環境問題に取り組み始めた段階＞ 

＜ステップ 2：将来ＩＳＯ14001 の認証取得を目指す段階＞ 

＜学校版：ＫＥＳを学校教育に即した内容としたＫＥＳ学校版「環境にやさしい学校」＞ 

 

(3) 市役所の率先実行（ＩＳＯ14001，「ＫＹＯＭＳ
キ ョ ウ ム ス

」） 

本市では，平成 12 年 1 月の山科区役所，青尐年科学センター及び東部クリーンセンター

での認証取得をはじめとして，順次，工業技術センター（平成 13年 2月），京都市役所本

庁舎（消防局本部庁舎を含む，平成 15年 9 月）及び石田水環境保全センター（平成 16年

2 月）でＩＳＯ14001 の認証取得をしてきた。 

オフィス系部門では，平成 17年 9月に，市役所本庁舎にすべての区役所・支所及び上下

水道局本庁舎を認証範囲に加え，改めて京都市役所オフィス系関連庁舎として統合し，更

に，平成 19 年 9 月に交通局本庁舎も認証を取得した。 

事業系部門では，東北部クリーンセンター（平成 18 年 3月），すべての浄水場（平成 20

年 3 月）及び南部クリーンセンター（平成 20 年 12 月）が認証取得した。 

市役所本庁舎，消防局本部庁舎，上下水道局本庁舎，交通局本庁舎及びすべての区役所・

支所のオフィス系関連庁舎では，これまでのＩＳＯ14001 を運用してきた経験を踏まえ，

平成21年9月1日からＩＳＯ規格を準用した本市独自の環境マネジメントシステムである

「ＫＹＯＭＳ」(京都市役所オリジナル環境マネジメントシステム)の運用を開始し，ＩＳＯ

14001 認証取得に掛かる経費を削減するとともに，より実践的・効率的な運用方法で，環

境に配慮した取組を推進している。 

 

 

５ 公害対策 

  (1) 京都市環境保全基準 
京都市環境基本条例に基づき，市民の健康を保護し，快適な生活環境及び良好な自然環

境を保護するうえで維持することが望ましい基準として，京都市環境保全基準を定めてい

る。これは国の環境基準と同等以上のより厳しい基準値等や，市独自の項目を設定してい

るものである。 

昭和 49年の制定以降，国の環境基準の改正や市の状況に応じて改正を重ね，最近では，

京都市環境審議会からの答申を受け，平成 23年 3月に，「水質汚濁に係る環境保全基準」

について，類型指定の改正及び水生生物の保全に係る項目の追加等を，また「緑に係る環

境保全基準」について，京都市緑の基本計画の改正に合わせた基準値等の改正を行った。 

 

 (2) 大気汚染 

ア 大気汚染の現状 

(ｱ) 大気汚染常時監視 
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一般環境大気測定局 10 局（市役所，壬生，南，伏見，山科，左京，西京，久我，北，

醍醐），自動車排出ガス測定局 6局（南，大宮，山科，上京，西ノ京，桂）及び気象測定

局 2局（京都タワー，比叡山）で大気汚染防止法に基づき，大気汚染状況の常時監視を

行い，テレメーターシステムにより衛生環境研究所で集中管理を行っている。 

なお，平成 18 年度及び 19 年度における自排局南は測定局舎工事のため欠測であり，

また，平成 20 年度における自排局大宮は，阪急電鉄大宮駅施設整備事業に伴う移設によ

り,測定時間が有効測定時間に達していないことから，評価の対象にはならないため，年

平均値には含まない。 

 

(ｲ) 濃度の概況 

二酸化硫黄，二酸化窒素，浮遊粒子状物質及び一酸化炭素の年平均値はほぼ横ばい又

は緩やかな改善傾向にある（図 1～4参照）。 

平成 22 年度の二酸化硫黄，二酸化窒素，浮遊粒子状物質及び一酸化炭素の結果は一般

環境大気測定局及び自動車排出ガス測定局の全測定局で大気汚染に係る国の環境基準を

達成している。一方，光化学オキシダントは，一般環境大気測定局の全測定局で環境基

準を超過している。 

なお，環境基準に定められていない非メタン炭化水素，降下ばいじんについても測定，

監視を行っており，緩やかな改善傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 二酸化窒素濃度の経年変化 

図 3 浮遊粒子状物質濃度の経年変化 図 4 一酸化炭素濃度の経年変化 

図 1 二酸化硫黄濃度の経年変化 
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イ 大気汚染対策 

(ｱ) 硫黄酸化物対策 

京都市大気汚染対策指導要綱に基づき排出量の抑制，小規模施設を含めた良質燃料使

用の指導を行い，大規模な工場・事業場（以下，「工場等」という）と公害防止協定を締

結している（平成 23 年 3月末現在 131 の工場等）。また，平成 22年度には，大気汚染防

止法，京都市大気汚染対策指導要綱に基づく立入調査を 242 の工場等に対し行ったが，

法令に違反する事例はなかった。 

(ｲ) 窒素酸化物対策 

窒素酸化物排出量の多い工場等への立入指導，自主点検報告の徹底を行い，良質燃料

への転換や燃焼管理の適正化を推進している。 

また，濃度が上昇する冬期における対策として，燃焼管理の徹底や適正な暖房温度の

設定等，窒素酸化物の排出量の低減について工場等に協力を呼びかけている。 

(ｳ) 浮遊粒子状物質対策 

ばい煙発生施設等固定発生源からのばいじん，粉じんについては，大気汚染防止法，

京都府環境を守り育てる条例により排出抑制を指導している。浮遊粒子状物質の発生源

は，ばいじん，粉じんの他にも土壌粒子の巻き上げ，自動車排出ガス及びそれらの反応

生成物等があり，近年，環境中の濃度は穏やかな改善傾向にある。 

(ｴ) 光化学スモッグ対策 

「京都市光化学反応による大気汚染緊急時対策実施要領」に基づき，光化学スモッグ

注意報発令時の周知方法，自動車運行自粛の協力要請，被害発生時の措置等を定め，対

策を実施している。 

なお，平成 22年度は光化学スモッグ注意報の発令が 7回（平成 21年度は 3回）あっ

た。 

(ｵ) 揮発性有機化合物対策 

光化学スモッグ等の原因の 1つである揮発性有機化合物(ＶＯＣ)の排出規制を実施す

るため，平成 16年に大気汚染防止法が改正され，平成 18 年度からＶＯＣ排出施設の設

置者に対し，届出及び排出基準の遵守等が義務付けられた。平成 22 年度は 5工場への立

入調査を実施し，排出基準の遵守状況の把握及び指導を行っている。 

(ｶ) アスベスト対策 

一般環境大気中のアスベスト濃度調査を毎年度実施しており 1.0 本／ℓ未満の濃度で

推移している。 

また，アスベスト製品製造施設等を設置する工場に対して，大気汚染防止法により，

届出義務や敷地境界基準の遵守義務が規定されているが，本市には対象施設はない。 

さらに同法では，アスベストを含有する吹付け材，断熱材等について建築物の解体等

に伴うアスベスト飛散防止措置が規定されており，作業の届出時や立入調査時に作業基

準の遵守を指導している。 
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(3) 水質汚濁 

ア 水質汚濁の現状 

(ｱ) 河川水質常時監視 

鴨川，高野川，宇治川，桂川，小畑川，清滝川，有栖川，天神川及び旧京北町域の弓

削川の 9河川に環境基準の類型が指定され，これら 9河川と岩倉川等 8河川に京都市環

境保全基準（以下，「市保全基準」という。）の類型を指定している。これらの河川を含

めた22河川42地点について水質汚濁防止法に基づき河川水質の常時監視を行っている。 

(ｲ) 河川水質の概況 

市内河川の状況を，水質汚濁の目安となる生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）でみると，

鴨川・桂川等の主要河川で良好な水質が保たれているほか，近年，中小河川においても

良好な水質となっている。 

平成 22 年度のＢＯＤの結果は，環境基準の類型が指定されている 13 水域 26地点すべ

ての地点で環境基準を達成し，また，市保全基準の類型を指定している 25水域 37 地点

すべての地点で市保全基準を達成している。 

健康項目についても，全地点，全項目で環境基準及び市保全基準を達成している。 

 

図 5 ＢＯＤ年間平均値の経年変化図 
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(ｳ) 地下水質常時監視 

昭和 58 年度からテトラクロロエチレン等の揮発性有機化合物等について地下水質調

査を実施しており，水質汚濁防止法に地下水質の常時監視が規定された平成元年度から

は，同法に基づき地下水質の常時監視を実施している。 

平成 22 年度は，揮発性有機化合物 12 項目，重金属等 9項目及びその他ＰＣＢ等 8項

目の合計 29 項目について，48地点の井戸で調査を行った。 

その結果，テトラクロロエチレン 2 地点，砒素 3 地点，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

1 地点，ふっ素 1地点，合計 6地点の井戸で環境基準を超過していた。（1地点は砒素と

ふっ素の両項目で環境基準を超過。） 

イ 水質汚濁対策 

(ｱ) 工場・事業場対策 

平成 22 年度において，水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく届

出・許可工場等のうち，排水規制を受ける工場等に対し延べ 51 件の採水検査を行い，排

水基準を超過していた 3工場等について行政措置等を行った。 

(ｲ) 地下水汚染対策 

平成元年度に水質汚濁防止法が改正され，トリクロロエチレンなどの有害物質の地下

浸透の禁止，排水基準の設定等，地下水質の汚濁防止について，法的規制が講じられた
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ため，トリクロロエチレン等について工場等の排水検査を行うとともに，地下浸透防止

に係る指導を行っている。 

(ｳ) 生活排水対策 

生活排水による河川等の公共水域の水質汚濁を防止するため，平成元年から浄化槽の

設置者に対し，補助金を交付している。平成 20年度からは，補助金を増額し，より一層

の設置促進を図っている。また，既設の浄化槽に対して，浄化槽法に基づき平成 22 年度

は 1,310 施設に立入検査を実施し，維持管理の徹底について指導した。 

(ｴ) その他の対策 

ゴルフ場における農薬について，市内ゴルフ場の排出口における農薬の水質調査を毎

年度行っている。また，油流出等の河川水質異常時には発生源への指導を行うとともに，

関係各局へ連絡調整を行い，迅速に対応している。 

 

(4) 騒音，振動 

 ア 騒音・振動の現状 

騒音は，直接人間の感覚を刺激し，休養や睡眠の妨害など日常生活に及ぼす影響が大

きいことから毎年苦情件数の多くを占めており，平成 22 年度の市民からの苦情件数は

238 件と全苦情件数 599 件の 39.7％を占めている。主な発生源は深夜営業のカラオケ騒

音，飲食店からの人の話し声，拡声機による商業宣伝放送，エアコン，ピアノなどの家

庭用機器や楽器による近隣騒音となっている。近年は環境意識の高まりや生活様式の多

様化により近隣騒音が増加する傾向にある。 

振動は，騒音と同じ発生源から騒音と同時に発生することが多いため，振動単独の苦

情が尐なく,平成 22年度は 15件である。 

イ 騒音・振動対策 

(ｱ) 環境騒音調査 

昭和 50 年から隔年で，全市的な騒音の実態をとらえる目的で環境騒音調査を行ってき

た。平成 10 年 9月「騒音に係る環境基準」の改正にともない，平成 11 年度からは毎年

度市内 22 地点で環境騒音調査（24 時間測定）を行っている。平成 22 年度は 22 地点中

18 地点で昼夜間とも環境基準を達成している。（達成率 81.8％） 

(ｲ) 自動車騒音・道路交通振動調査 

市内の主要道路沿道で，騒音規制法第 18条に基づく自動車騒音の常時監視や道路交通

振動測定を実施している。 

平成 22 年度の結果は，評価対象戸数 50,132 戸のうち，47,487 戸で昼夜間とも騒音に

係る環境基準を達成している（達成率 94.7％）。 

(ｳ) 鉄道騒音・振動調査 

新幹線による騒音の環境基準及び振動の指針値の達成状況等を把握するために，京都

府からの委託業務として騒音及び振動の測定調査を実施している。 

平成 22 年度は 5地点（1地点あたり発生源から 12.5ｍ，25ｍ，50ｍ離れた地点で測定）

で測定を実施したが，騒音の環境基準の達成率は，12.5ｍ地点で 40％，25ｍ地点で 100％，

50ｍ地点で 100％であった。 
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(ｴ) 工場・事業場対策 

騒音規制法，振動規制法，京都府環境を守り育てる条例に基づく規制対象施設を設置

する工場等に対して，届出や規制基準の遵守について指導している。 

また，規制を受けない工場等に対しては建築確認申請前の相談時に必要に応じて指導

を行い，騒音公害等の未然防止に努めている。 

(ｵ) 近隣騒音対策 

カラオケや屋外の資材，土砂置き場等の夜間騒音及び拡声機による騒音については，

京都府環境を守り育てる条例に基づき使用又は音量制限を行うとともに，立入指導を

行っている。 

エアコン等の家庭用機器やピアノ等の楽器による生活騒音は，法令等の規制対象外の

騒音であるが，販売，取付業者及び市民に対して関係組合等を通じ，使用方法や使用時

間，設置場所等，近隣騒音の未然防止に向けた指導，啓発を行っている。 

(ｶ) 建設作業騒音・振動対策 

騒音規制法及び振動規制法に基づく特定建設作業の届出時には，騒音及び振動の未然

防止のために必要な指導を行うとともに，作業現場への立入指導を行っている。 

 

(5) 悪臭 

ア 悪臭の現状 

悪臭防止法及び京都市悪臭防止対策指導要綱に基づき，工場等から発生する悪臭物質

の排出を規制するとともに，京都府環境を守り育てる条例に基づき，特定施設の届出を

義務づけている。平成 22年度の市民からの悪臭苦情件数は 153 件と全苦情件数 599 件の

25.5％を占め，工場・事業場の操業で発生する悪臭苦情が多かった。 

イ 悪臭防止対策 

工場等に対して，悪臭測定を実施し，規制基準の遵守状況を確認するとともに悪臭苦

情を未然に防止するため，生産工程等の改善を含めた悪臭防止対策等を講じるよう指導

している。 

(ｱ) 法による規制 

悪臭防止法に基づき，都市計画法に基づく都市計画区域内において，アンモニア，メ

チルメルカプタン，アルデヒド類等，22の特定悪臭物質について規制している。平成 22

年度には，8 工場等について，特定悪臭物質の濃度測定を実施した結果，規制基準を超

過する事例はなかった。 

(ｲ) 要綱による規制 

特定悪臭物質以外の物質やにおいが混ざり合った複合臭にも対応するため，「京都市悪

臭防止対策指導要綱」を制定し，人間の嗅覚を用いた測定を実施している。平成 22 年度

には，8施設について，嗅覚測定を実施した結果，1施設が指導基準を超過したため，事

業者に対し指導を行った。 

 

(6) 土壌汚染 

土壌汚染対策法に基づき，有害物質使用特定施設が廃止された場合の土壌汚染状況調査

の指導（第 3条），3,000 ㎡以上の土地の形質の変更が実施される際の届出の受理及び当該
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土地について土壌汚染のおそれがあると判断した場合の土壌汚染状況調査の実施命令の

発出（第 4 条），自主調査によって土壌汚染が確認された土地の所有者等からの区域指定

の申請の受理（第 14条），調査等によって土壌汚染が確認された場合の要措置区域又は形

質変更時要届出区域への指定並びにその後の措置の指導等を行っている。 

平成 22 年度は，第 3条に基づく調査報告を 3件，第 4条に基づく届出を 47件，調査報

告を 3 件，第 14 条に基づく申請を 1 件受理し，汚染が確認された 6 箇所について 8 件の

区域指定を行った。その後，過年度に指定された区域 2 箇所（2 件）を含めた 8 箇所（10

件）のうち，土壌汚染の除去が行われた 5箇所（5件）についてその指定を解除した。 

また，汚染土壌処理業の許可申請に対する審査も行っており，平成 22年度については，

1事業者に対し許可を行った。 

 

(7) 地盤沈下 

地盤沈下状況を全市的に把握するため，水準点を設置し，測量を行っている。この水準

測量調査を昭和 48年度から昭和 59年度までは毎年，昭和 60 年度から平成 6年度までは隔

年，以降は平成 10年度，平成 14 年度，平成 19 年度に実施した。 

その結果，平成 6年度以降は環境省が示す地盤沈下の目安である年間沈下量 2cm を超え

る地点はなく，全市的に見て著しい地盤沈下を生じている地域はなかった。 

 

(8) 有害化学物質対策 

ア ダイオキシン類対策 

本市では，平成 11 年にダイオキシン類特別対策会議を設置し，ダイオキシン類対策の基

本的な取組方針を策定するとともに，「京都市ダイオキシン類対策推進計画」に基づき，関

係局が連携して，総合的かつ効果的なダイオキシン類対策を推進している。また，平成 10

年からダイオキシン類の一般環境調査を実施しており，ダイオキシン類対策特別措置法が

施行された平成 12年以降は，同法に基づく常時監視として継続して実施している。 

(ｱ) 一般環境中のダイオキシン類調査（平成 22 年度） 

調査項目 調査点・頻度 調査結果 環境基準達成状況 

大気調査 
市内 9地点 

年 4回調査 

0.0063～ 

0.062 pg-TEQ／㎥ 

全地点で大気に係る環境基準（年間

平均値：0.6 pg-TEQ／㎥）を達成 

河川水質調査 
市内 13 地点 

年 2回調査 

0.015～ 

0.73pg-TEQ／L 

全地点で水質に係る環境基準（年間

平均値：1 pg-TEQ／L）を達成 

河川底質調査 
市内 13 地点 

年１回調査 

0.42～ 

3.6 pg-TEQ／g 

全地点で底質に係る環境基準（150 

pg-TEQ／g）を達成 

地下水調査 
市内 9地点 

年 1回調査 

0.015～ 

0.019 pg-TEQ／L 

全地点で水質に係る環境基準（年間

平均値：1 pg-TEQ／L）を達成 

土壌調査 
一般環境15地点 

年 1回調査 

0.0029～ 

9.5pg-TEQ／g 

土 壌 に 係 る 環 境 基 準 （ 1,000 

pg-TEQ/g）を達成 
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(ｲ) 大岩街道周辺地域におけるダイオキシン類調査（平成 22 年度） 

過去にダイオキシン類の発生源である廃棄物焼却施設等が多く見られた大岩街道周辺

地域における大気年 4回及び土壌年 1回について調査を実施している。 

平成 22 年度の大気の調査結果は 0.12pg‐TEQ／㎥，土壌は 5.3pg-TEQ／g であり，大

気及び土壌に係る環境基準を達成している。 

(ｳ) 発生源対策 

特定施設設置者に対し，「ダイオキシン類対策特別措置法」，「京都市小型焼却炉に係る

ばいじん及びダイオキシン類排出抑制指導要綱」に基づく指導や自主測定報告を徴収す

るとともに，廃棄物焼却炉等におけるダイオキシン類の排出ガス濃度測定を実施してい

る。 

平成 22 年度は 8施設について排出ガス測定を行った結果，全施設で排出基準に適合し

ている。 

イ 有害大気汚染物質モニタリング調査 

大気汚染防止法第 2条第 13 項で「継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれ

がある物質で大気汚染の原因となるもの」として，平成 8年 10 月に 22 物質の優先取組物

質が設定され（平成 22 年 10 月に 23物質へ改訂），平成 9年 10 月から一般環境，固定発生

源周辺及び沿道においてベンゼン，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，ジクロ

ロメタン等のモニタリング調査を実施している。 

平成 22 年度は，一般環境において 19 物質，固定発生源周辺において 9 物質，沿道（2

地点）において 4～5物質を測定している。 

環境基準が設定されているのは，ベンゼン，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレ

ン，ジクロメタンの 4物質であるが，調査を実施した全地点で環境基準を達成している。 

ウ 内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）対策 

環境省では，平成 10 年 5月に策定した「環境ホルモン戦略計画ｓｐｅｅｄ’98」に基づ

き，内分泌かく乱のおそれのある物質について平成 10 年度以降環境中濃度の全国調査を実

施するとともにリスク評価が進められており，既にノニルフェノール，4-t-オクチルフェ

ノール，ビスフェノールＡ,o,p’－ＤＤＴに，魚類をメス化する環境ホルモン作用のあるこ

とが確認されている。平成 17年 3月に「化学物質の内分泌かく乱作用に関する環境省の今

後の対応方針について－ＥｘＴＥＮＤ2005－」，平成 22年 7 月には「化学物質の内分泌か

く乱作用に関する今後の対応－ＥｘＴＥＮＤ2010－」が発表され，環境中濃度の実態把握，

作用・影響評価の実施，国際協力の推進等の今後の方針が示されている。 

本市では，平成 11 年にダイオキシン類特別対策会議に環境ホルモン特別対策専門部会を

設置し，水に注目した環境状況の把握に努めることとし，実態把握のため市内河川におい

て調査を実施している。 

平成 22 年度はノニルフェノール等 4物質について，市内 7河川 11 地点で水質調査を実

施し，全地点，全項目とも検出されなかった。 

エ 化学物質環境実態調査等 

化学物質による環境汚染の未然防止や適切な化学物質対策の立案を目的として，環境省

が化学物質の全国調査として継続実施している化学物質環境実態調査に参画し，平成 22

年度は初期環境調査（水質）として1,2,4-ベンゼントリカルボン酸トリオクチルの1物質，
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初期環境調査（大気）としてε-カプロラクタム，ジメチルスルホキシド等の 3 物質，詳

細環境調査（水質）として 2,2’,6,6‘-テトラ-tert-ブチル-4,4’-メチレンジフェノー

ル，ブタン-2-オン＝オキシムの 2 物質，詳細環境調査（底質）として N,N-ジシクロヘキ

シル-1,3-ベンゾチアゾール-2-スルフェンアミド，2,2’,6,6‘-テトラ-tert-ブチル-4,4’

-メチレンジフェノール等の 3 物質及びモニタリング調査（水質・底質）として POPs，短

鎖塩素化パラフィン等 29物質の調査を実施した。 

オ 化学物質の環境への排出量の把握等 

事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し，環境の保全上の支障を未然に防

止することを目的とした「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進

に関する法律」（ＰＲＴＲ法）に基づき，平成 13年 4 月から事業者による第一種指定化学

物質の排出量等の把握が義務づけられている。平成 14年度以降，毎年，事業者からの環境

への排出量・移動量の届出の受理をはじめとする関連事務を実施している。 

平成 22 年度は，244 事業所から，106 物質について届出があった。 

 

(9) 酸性雨対策 

工場の排煙や自動車の排出ガスに含まれる硫黄酸化物や窒素酸化物といった大気汚染物

質が，大気中で変化して雤に溶け，酸性の強い雤，いわゆる「酸性雤」となって降り，特

に欧米諸国では深刻な環境問題となっている。 

わが国においては，気候や土壌などの違いから現在のところ顕著な影響はないが，一般

的に酸性雤による影響は長い期間を経て現れるものと考えられているため，将来深刻な影

響が生じる恐れがある。また,国を超えて広域に影響を及ぼすものであり,特に今後,経済発

展が予測される東アジアにおいて，酸性雤問題が益々深刻化する可能性があることから，

国際的なモニタリング体制も強化されつつあり，国の取組として，平成 15年度に長期モニ

タリング体制が整備された。 

本市においても隔年に実施されていた陸水モニタリング調査が毎年実施され，酸性雤の

原因である硫黄酸化物や窒素酸化物の発生をできるだけ抑えるため，工場・事業所等に対

する固定発生源対策及び自動車に対する移動発生源対策などを推進している。 

これまで本市におけるｐＨの測定結果は，当初の値から大きな変化はなく，平成 22 年度

の年平均値はｐＨ4.8 であった。環境省による酸性雤対策調査（平成 21年度）における年

平均値の全国平均はｐＨ4.76 であり,本市の値は全国平均の値と同レベルである。 

 

(10) 公害防止事前相談 

公害の未然防止のため，昭和 43 年 9 月から，工場等の公害発生源に対して，建築確認申

請に先立って，公害防止対策上のチェック・指導を行っている。この公害防止事前相談制

度は「京都方式」と呼ばれている。 

平成 22 年度は，99件に対して指導を行い，「京都市公害防止事前相談における緑化指導

指針」に基づく緑化指導を行っている。 

 

(11) 公害苦情 

 公害苦情は，環境基本法に定義されている大気汚染，水質汚濁，騒音，振動，悪臭，土
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壌汚染，地盤沈下の典型 7公害のみならず，生活環境に係る公害を含め多岐にわたってい

る。本市では市民から寄せられる苦情に対しては，公害紛争処理法に基づき，その解決を

図るよう努めている。 

平成 22 年度に本市で受付けた公害苦情の件数は 599 件で，前年度（平成 21年度）の 609

件とほぼ同数となっており，近年は年間 600 件前後で推移している。公害の種類別に見る

と，騒音が238件（全公害苦情件数の39.7％）と最も多く，次いで悪臭が153件（同25.5％），

大気汚染が 130 件（同 21.7％），水質汚濁 54 件，振動 15 件，土壌汚染 1 件，典型 7 公害

以外 8件となっている。 

 

 

６ 自動車環境対策 

(1) 京都市自動車公害防止計画の推進 

ア 京都市自動車公害防止計画 

本市域における新しい自動車公害防止対策の指針として，平成 5年 3月に策定した旧計

画に，まちづくりの視点から交通需要管理施策などを加え，平成 13 年 3 月に「京都市自動

車公害防止計画～ひととまちにやさしいくるまエコプラン～」を策定し，関係行政機関，

関係業界団体，事業者及び市民に対し理解と協力を求めながら各種対策の具体化に向けた

取組を展開してきた。 

平成 23 年 8 月には，京都市自動車環境対策計画を策定し，カーシェアリングやエコカー

への転換等，低炭素型まちづくりを目指して取組を進めている。 

＜新計画の期間＞ 平成 23 年度～32 年度 

＜新計画の目標＞ 

市内自家用自動車保有台数…8％削減，47.5 万台 

カーシェアリング拠点数…330 箇所 

京エコドライバーズ宣言者数…新たに毎年 2万人以上 

市保全基準達成率（二酸化窒素）…100％ 

エコカー普及台数…120,000 台 

ＥＶ・ＰＨＶ普及台数…60,000 台 

ＥＶ充電設備設置数（急速充電設備）…60基 

ＥＶ充電設備設置数（200V 充電設備）…1,000 基 

イ 京都市自動車環境対策協議会 

自動車公害問題は多岐に渡るため，その解決には本市の取組はもとより関係行政機関，

関係業界団体などの理解と協力が不可欠であることから，平成 3年 8月京都市自動車公害

防止協議会を設置した。平成 20 年度からは，自動車に係る地球温暖化対策にも連携して取

り組むため，名称を自動車環境対策協議会と変更した。 

平成 22 年 11 月から新たな委員を迎えるとともに，協議会内に次世代乗用車部会および

次世代大型車両部会を設置し，次の 4点について取り組んでいる。 

・ 自動車環境対策計画（仮称）の策定 

・ 次世代自動車の普及促進 
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・ 電気自動車を利用したカーシェアリングの実施連携と評価 

・ エコドライブの普及啓発（エコドライブ大行動） 

＜協議会開催状況＞（平成 23年 9月 1日現在） 

平成 20 年度 委員会 1回，幹事会 1回 

平成 21 年度 委員会 1回，幹事会 2回 

平成 22 年度 委員会 1回，幹事会１回，部会 5回 

平成 23 年度 委員会 2回，幹事会１回，部会 1回  

ウ 低公害車の導入促進 

天然ガス自動車やハイブリッド自動車の低公害車を公用車や市バスに導入し使用すると

ともに，各種行事における啓発及び環境調査などにも活用している。また，中小運送事業

者への天然ガス車リース料の一部補助制度，「環境にやさしい荷物の配送」を推進するため，

中小企業者への低公害車購入資金の融資制度を設けて普及に努めている。 

エ 本市における低公害車の率先導入 

本市では環境負担の尐ない自動車を積極的に公用車に採用するため，平成 7年 4月から

公用車購入車種指定制度を設け，排出ガスのより尐ない車種の購入を進めてきた。 

平成 20 年 7月からは，「京都市公用車購入等に係る車種選定要綱」を制定し，公用車の

購入等に当たっては，低公害車（電気自動車，天然ガス自動車，メタノール自動車及びハ

イブリッド自動車）を中心に，自動車の種類，用途に応じ，可能な限り低排出ガス，低燃

費のものとし，特に一般公用車（乗用車）にあっては，国で定める最も厳しい低排出ガス

認定車及び政令指定都市で最も厳しい燃費基準（数値基準）に適合するものとした。 

平成 23 年 3 月末現在，本市公用車には，電気自動車 21台，天然ガス自動車 47 台，ハイ

ブリッド自動車 70台，低排出ガスかつ低燃費車 472 台の合計 610 台の低公害車を導入する

とともに，市バスにアイドリング・ストップバス 632 台を導入している。 

さらに，廃食用油をバイオディーゼル燃料に精製し，平成 9年 11月からごみ収集車（委

託車両を除く）と一部の市バスで利用している。また，平成 14年 3月からは，市バスに排

ガス中の粒子状物質（ＰＭ）を除去するディーゼル廃気微粒子除去装置（ＤＰＦ）を装着

している。（平成 23年 3月末累計 74 台） 

オ 京阪神八府県市自動車排出ガス対策協議会 

自動車排出ガスによる大気汚染を防止するため，自治体間の情報交換を通じて低公害車

及び低排出ガス車の普及促進を図るため，本市を含む京阪神七府県市では，平成 18年 4

月に「京阪神七府県市自動車排出ガス対策協議会」を設立し，平成 22年度からは，奈良県

を加え「京阪神八府県市自動車排出ガス対策協議会」を設立している。 

 

 

７ 普及啓発の取組 

(1) 京都環境賞 

市民の自主的な環境保全活動を推進するため，平成 15年度から地球温暖化の防止や循環

型社会の形成をはじめとする環境保全に関する活動を先進的・斬新な手法等により実践し

ている個人または団体を顕彰する表彰制度を実施している。 
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(2) 環境月間(6 月)の取組 

環境保全の重要性を認識し，その活動の契機とするため，環境月間である 6月に各種事

業を実践している。 

（平成 23年 6月実施事業一覧） 

     事  業  名       内         容 

エコセン カエル フェスタ 

～今日からカエル，くらしがカワル～  

 

「くらしを変える」ことをテーマに，省エネやリユース，リ

ペアを実践するためのヒントとなる様々な催しを全館で

開催          ＜参加者：1,125 名＞ 

右京ふれあい環境ひろばin太秦映画村                    

 

右京ふれあい環境ｉｎ太秦映画村において，省エネ運

転を紹介するエコドライブ教室や京エコドライブ宣言登

録等の啓発活動を実施   ＜参加者：47名＞ 

地域に「愛される」エコ企業づくり  

 

環境保全活動に積極的に取り組む事業者，団体の皆

様が地球温暖化防止やごみ減量などの環境活動に

一層取り組んでいただくことを目指し，京都環境賞

受賞者の取組事例紹介や環境経営のベースとなる

環境マネジメントシステムの考え方，導入メリット

についてわかりやすく解説するセミナーを京都商

工会議所（京商「ＥＣＯサロン」）と共同開催 

＜参加者：130 名＞ 

「世界の京都・まちの美化市民総行動」

～安心で，気持ち良く暮らせる美しい

都市～「京都・まち美化大作戦」 

 

 

市民，事業者，行政との協働により，門掃き，ごみ

のポイ捨て禁止等の呼び掛け，不法投棄，放置自転

車，違法広告物等のまちの美観を損なうものの一掃

に向けた美化活動を実施。 

＜参加者：約 241 名＞ 

友・遊・美化パスポート事業 

 

市民参加で嵐山中ノ島公園，大覚寺，府立鴨川公園

周辺等の美化活動）をはじめ，市内各所で一斉清掃

やビラの配布等のキャンペーン活動を実施。 

＜参加者：約 204 名＞ 

地域清掃活動 

 

観光地や繁華街等において，地域住民や周辺企業等

と連携した清掃活動及び美化啓発活動を実施。 

＜参加者：約 7,390 名＞ 

広報，啓発 

 

      

広報発表，市民しんぶん，ポスター，ちらし， 

 物品等による啓発を実施した。 

 ＜ポスター配布：12,000 枚＞ 

        ＜チラシ配布：5,000 枚＞ 

 

 (3) 京都市環境情報の発行 

市民・事業者に対し，本市の環境施策等を周知するための広報媒体として，「京都市環

境情報」を年 3回程度発行している。 

＜平成 22年度実績＞  349 号 平成 22 年 11 月 3,000 部 

350 号 平成 23 年 1 月  3,000 部 

351 号 平成 23 年 3 月  3,000 部  計 9，000 部発行 
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８ 身近な自然度調査 

人と自然，地域と自然のつながりを再認識し，本市の豊かな自然を次世代に引き継いでい

く行動を市民が起こす契機とすることを目的に，平成 23年度から身近な自然度調査を始めた。

同事業は，市内の公園や道路沿いの樹木，里山など身近な自然の中で発見した，野鳥や昆虫

などの情報を市民に報告願うものであり，観察の際の手引きとして，見分け方などを記した

「京のいきもの発見ガイド」を年 2回程度発行している。  

 

 


